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独立行政法人日本スポーツ振興センター中期計画 

 

＜序文＞ 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３０条の規定に基づき、独立行政

法人日本スポーツ振興センター（以下｢センター｣という。）の中期目標を達成するための計

画（以下「中期計画」という。）を次のとおり定める。 

 

＜基本方針＞ 

センターは、我が国におけるスポーツの振興及び児童生徒等の健康の保持増進を図るた

めの中核的専門的機関として、その目的・役割を常に認識し、次の業務を実施していくこ

ととする。 

（１）ナショナルスタジアムである国立競技場、我が国の国際競技力向上のための研究・

支援を行う国立スポーツ科学センター（以下｢ＪＩＳＳ｣という。）及びナショナルトレ

ーニングセンター（以下｢ＮＴＣ｣という。）並びに登山指導者の養成を行う国立登山研

修所を適切かつ効率的に管理・運営するとともに、スポーツ振興基金及びスポーツ振

興投票制度（ｔｏｔｏ）の収益による助成等を行うこと、スポーツに関する調査研究

並びに資料の収集及び提供等を行うことによって、我が国のスポーツの振興を図るこ

と。 

（２）学校の管理下における児童生徒等の災害につき、災害共済給付を公正かつ適切に行

うとともに、児童生徒等の健康の保持増進に関する調査研究並びに資料の収集及び提

供等を行うことによって、児童生徒等の健康の保持増進を図ること。 

なお、具体の業務の実施に当たっては、保有する人的資源（研究・支援スタッフ等）、物

的資源（施設、設備（研究機器、トレーニング機器））を十分に活用するとともに、助成機

能（スポーツ振興基金助成、スポーツ振興くじ助成）、情報機能（各種施策の効果的な推進

と充実に資する国内外の情報の収集・分析・提供機能、情報・海外拠点を含む。）を十分に

発揮し、これらを相互に連携させ、一体的かつ効果的・効率的に業務を推進するとともに、

各種関係団体との緊密な連携を図りながら、効率的かつ効果的な業務運営を目指すことと

する。 

 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

１ スポーツ施設の運営・提供に関する事項 

センターの大規模スポーツ施設は、「トップアスリート等の活動の場」であるととも

に広く国民の「みるスポーツの場」としてスポーツの振興に寄与するものであること

から、ナショナルスタジアムとして高水準な施設条件を維持した上で、適切かつ効率

的な運営を図るため、次の措置を講じる。 
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（１）大規模スポーツ施設における稼働日数の確保 

センターの大規模スポーツ施設について、安全で高水準な施設条件を維持した上

で、国際的・全国的なスポーツ大会等の開催やスポーツの利用に支障の無い範囲に

おいて文化的行事等の利用に供することにより、中期目標期間の平均で、それぞれ

次の稼働日数を確保する。ただし、安全で高水準な施設条件を維持するために必要

となる改修等の期間を除く。 

また、国立霞ヶ丘競技場（陸上競技場）については、今後、施設整備により長期

間稼働を休止することを踏まえ、平成２５年度限りの稼働日数とし、埋蔵文化財試

掘調査の実施結果によっては、平成２５年度の稼働日数も減少する可能性がある。 

なお、国際競技力向上のための研究・支援への活用については、円滑に実施でき

るよう配慮する。 

① 国立霞ヶ丘競技場 

ア 陸上競技場 

良質なスポーツターフ等施設条件を維持するために必要な養生期間等を考慮し

た上で、年間１７７日以上の稼働日数を確保する。 

イ ラグビー場 

ラグビー専用競技場として良質なスポーツターフ等施設条件を維持するために

必要な養生期間等を考慮した上で、年間７４日以上の稼働日数を確保する。 

② 国立代々木競技場 

ア 第一体育館 

利用者にとって安全で快適な施設条件を提供するための管理等の期間を考慮し

た上で、年間２６５日以上の稼働日数を確保する。 

イ 第二体育館 

利用者にとって安全で快適な施設条件を提供するための管理等の期間を考慮し

た上で、年間２９２日以上の稼働日数を確保する。 

 

（２）施設利用者に対するサービスの向上 

施設利用者に対する定期的な満足度の調査等により把握した情報を踏まえ、利用

に係る運用の見直し、施設の改修等の必要な改善を行い、サービスの向上を図る。 

 

２ 国際競技力向上のための研究・支援等に関する事項 

スポーツ基本計画等に基づく、政策目標の達成に向けて、我が国の国際競技力向上

を図るため、ＪＩＳＳにおいては、研究・支援事業を推進するとともに、ＮＴＣにお

いては、ＪＩＳＳと連携し、トップアスリートが同一の活動拠点で集中的・継続的に

トレーニングを行えるよう、高度なトレーニング環境の提供を行う。 

実施に当たっては、次の措置を講じるとともに、他の強化・研究関係機関との相互
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の連携を進める。また、施設の利用主体である公益財団法人日本オリンピック委員会

（以下「ＪＯＣ」という。）との緊密な連携・協力を図るため、定期的に連絡調整の場

を設けるとともに、利用者ニーズを把握するため、中央競技団体（以下「ＮＦ」とい

う。）等に対するヒアリング等を実施し、効果的・効率的な事業の執行を図る。 

（１）国際競技力向上のための研究の推進 

我が国の国際競技力向上を図るため、ＮＴＣと隣接し、ＪＯＣ・ＮＦ・トップア

スリートとの密接な連携が可能であるＪＩＳＳの強みを活かし、国内外の研究機関

等との連携を強化し、実践に資するようなスポーツ医・科学、情報に関する研究の

高度化を図る。また、研究成果については、国内外の学術誌等への論文の掲載、シ

ンポジウム・セミナー・研修会等での発表など、研究・支援活動の成果の普及を図

る。 

 

（２）国際競技力向上のための総合的支援 

国際競技力向上に向けた強化活動に対し、文部科学省、ＪＯＣ及びＮＦ等と連携

し、支援内容の明確化を図り、スポーツ医・科学及び情報の各側面から総合的に支

援活動を実施するとともに、ＪＩＳＳ及びＮＴＣの施設・設備を活用した効果的な

支援及び高度なトレーニング環境の提供を行う。 

① スポーツ医・科学、情報分野からの支援 

我が国のトップアスリートの競技力向上を図るため、ＮＦの要望等を踏まえ、

スポーツ医・科学、情報に関する研究成果の活用・応用を促進するとともに、ア

スリートの支援のさらなる充実に努める。このうち、女性アスリートについては、

より効果的な支援の充実に努める。 

また、国際競技力向上に有用な支援活動の成果については、ＮＦが行う強化活

動に活かされるよう情報提供する。 

② トレーニング環境等の提供 

ＪＯＣ及びＮＦ等と連携し、効果的にアスリートの競技力を強化できる環境の

提供を行う。 

 

（３）スポーツ診療・リハビリテーション 

アスリートがオリンピック競技大会をはじめとする国際競技大会において、良好

なコンディションで競技を行えるよう、スポーツ外傷・障害、疾病に対する診療・

アスレティックリハビリテーション、心理カウンセリングの実施及び障害等の予防

法に関する啓発等を行う。 

 

（４）外部有識者による評価の実施 

外部有識者で構成する評価体制を整備し、事業実施の事前及び事後に外部評価を
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実施するとともに、評価結果や意見等を各年度の事業に反映させるなど、効果的・

効率的に事業を実施する。 

 

（５）関係行政機関等からの受託事業 

関係行政機関等からの受託事業について、当該事業目的の達成に資するよう、セ

ンターの持つ専門的能力を活用し実施する。 

 

３ スポーツ振興のための助成に関する事項 

スポーツ振興基金及びスポーツ振興投票による助成の実施に当たっては、両制度創

設の趣旨及びスポーツ基本計画等の国の施策を踏まえ、安定的・計画的な助成に配慮

しつつ、効果的な助成を行う。 

（Ａ）スポーツ振興助成のための安定的な財源の確保 

（１）より多くの助成財源の確保 

① スポーツ振興基金 

基金のスポーツの振興に果たす役割をより効果的なものにするため、外部の専

門家の意見等を十分に踏まえられるよう運用体制を整備し、運用基準等に留意し

つつ、基金を有効に活用するための方策を検討する。また、民間からの寄附金な

どにより基金の増額に努める。 

② スポーツ振興投票 

助成財源の安定的な確保のため、次をはじめとした取組により、売上の維持・

拡大及び業務経費の更なる適正化に努める。 

ア 特約店販売について、一定規模の売上実績がある業種等の店舗数の拡充な

どを図る。コンビニエンスストア販売について、販売・払戻を実施している

ことのさらなる認知の促進などを図る。インターネット販売について、モバ

イル販売の充実などを図る。 

イ 広告宣伝の効果の検証について第三者によるものを含めて適確に行い、そ

の効率性・有効性を高める。 

ウ 当せん金の最高限度額の引き上げ、国際大会等の試合への対象拡大など、

現行商品の改良、新商品の開発等を検討する。 

エ 「業務効率化ワーキンググループ報告書」（平成２４年８月２９日文部科学

省独立行政法人評価委員会スポーツ・青少年分科会 日本スポーツ振興センタ

ー部会業務効率化ワーキンググループ）（以下「業務効率化ＷＧ報告書」とい

う。）の報告に基づき、契約形態の見直し等を行う。 

 

（２）助成制度の趣旨の普及・浸透 

① 助成を受けたスポーツ団体等に対し、当該事業がスポーツ振興基金又はスポ
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ーツ振興投票による助成金の交付を受けて行われたものであることを、各団体

のホームページ、看板等に明示することを求め、両制度の趣旨が、国民に容易

に理解され、広く社会に普及・浸透するよう努める。 

② スポーツ振興投票制度の周知のための広報及びくじ販売促進のための広告宣

伝等を効果的に行い、スポーツ振興投票制度が多くの国民の理解を得るように

する。 

③ 青少年の健全育成に配慮する観点から、スポーツ振興くじが適切に販売され

るよう、定期的な調査・販売員の研修等を行う。 

 

（Ｂ）助成業務の透明性の確保等 

（１）公平性・透明性の確保 

① スポーツ振興基金及びスポーツ振興投票による助成の実施に当たって、助成

に係る要綱等により、基準を明確にする。 

② 外部の有識者による審査委員会を設置し、その審査を踏まえて、交付対象の

採択を行う。 

③ 審査委員会の審議・資料・議事録を公開するとともに、助成内容・助成額・

交付先及び審査委員の氏名等をホームページ・パンフレットにより審査終了後

速やかに公開し、透明性の確保を図る。 

 

（２）助成業務の効率化・適正化 

① 安定的・計画的な助成に資するため、スポーツ団体等のニーズや社会的な要

請等の把握に努める。 

② より効果的な助成を実施する観点から、助成による効果を具体的に検証し、

審査等に活用するとともに、助成事業の成果指標を平成２５年秋までに設定す

る。なお、その設定にあたっては、各助成事業の特色に十分留意するものとす

る。 

③ 助成を受けたスポーツ団体等から提出される実績報告書等の内容の確認を適

切に行えるよう、センターの専門的かつ十分な審査体制を整備するとともに、

助成を受けたスポーツ団体等における対象事業の経理状況について、専門的か

つ十分な体制を整備して調査を行い、助成金の使途等について適切に把握する。 

④ 助成を受けたスポーツ団体等が対象事業の適正な執行を行えるよう、研修等

を行う。 

 

（３）助成申請者の利便性の向上 

① 交付申請等事務手続きの簡素化かつ迅速化を図るため、助成対象内容、申請

手続き、採択基準、受付窓口等をホームページ等により公開する。 
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② スポーツ振興に係る助成金交付申請受付事務のオンライン化を推進し、申請

受付件数全体に占めるオンラインによる申請率が中期目標の期間中９５％以上

の水準を維持できるよう、利用促進を図る。 

 

４ 災害共済給付事業に関する事項 

災害共済給付制度は、学校の管理下における災害に関する給付を行う我が国唯一の

公的給付制度として、学校、学校の設置者をはじめ児童生徒等の保護者に定着してい

る実情を踏まえ、公正かつ適切な給付を着実に実施するとともに、利用者サービスの

向上を図る。 

（１）公正かつ適切な給付の実施 

① 重要案件等への対応 

重要案件等の審査に当たっては、外部有識者で構成する審査委員会に付議する

とともに、必要に応じ、学校及び学校設置者の協力のもと、担当職員による実地

調査を行う。 

② 不服審査請求への対応 

災害共済給付の決定に関し、学校若しくは保育所の設置者又は保護者等からの

不服の審査請求に対し、外部有識者を含め構成する不服審査会において審査を行

う。 

③ 審査担当職員の資質向上 

審査担当職員の能力及び専門的知識の維持・向上を図るため、実務研修を充実・

強化する。 

 

（２）利用者サービスの向上 

① 給付事務の円滑化 

学校及び学校の設置者等の災害共済給付制度の理解を促進し、給付事務の円滑

化を図るため、学校及び学校の設置者等に対し、新しいシステムを活用した事務

手続きなどを含めた給付制度の理解度調査を行う。また、その調査結果を踏まえ、

給付制度のより一層の周知を図る。 

② 災害共済給付オンライン請求システムの安定的運用 

学校及び学校の設置者における請求事務手続きの省力化、給付の迅速化・効率

化を図るための災害共済給付オンライン請求システム（以下「災害共済給付シス

テム」という。）を継続的・安定的に運用するとともに、国の政策に基づき災害共

済給付制度の改正等に対応する災害共済給付システムに改修する。 

③ 災害共済給付システムの利用促進 

災害共済給付システムに関して学校及び学校の設置者に対し説明会等を実施し、

災害共済給付システムの更なる利用促進を図り、特別な事情がある場合を除き、
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中期目標の期間終了時までにオンラインによる請求の完全実施を目指す。 

 

５ スポーツ及び児童生徒等の健康の保持増進に関する調査研究並びに資料の収集及び

提供に関する事項 

スポーツ及び児童生徒等の健康の保持増進に関する調査研究並びに資料の収集及び

提供を行うため、次の事業を行う。 

なお、ニーズの把握に努め、必要に応じて事業の見直しを図る。 

（１）スポーツに関する国内外の情報収集・分析及び提供 

国内外の関係機関との連携・ネットワークの構築を進め、国際競技力の向上、国

際競技大会の招致・開催の支援その他のスポーツに係る国際交流・貢献の推進など、

我が国のスポーツ諸施策の効果的な推進と充実に資する国内外の情報の収集・分

析・提供と研究を行う。 

 

（２）登山指導者の養成及び登山に関する情報の提供 

① 登山指導者等の養成 

大学山岳部や中高年登山者の指導者等の資質の向上を図るための研修会を開催

する。これらの指導者と共に安全に配慮しながら登山することを促進するととも

に、指導者にはその属する組織等の構成員へ技術・知識を伝達・指導させる。ま

た、山岳遭難事故の抑止に寄与すべく、指導者による伝達・指導状況について調

査を行い把握し、状況に応じて伝達講習等の見直しを行う。なお、登山に関する

調査研究の成果を研修会等に活用する。 

・登山指導者養成研修会の開催 年間１５０人以上を養成 

② 安全な登山のための情報の提供 

登山スタイルの多様化による事故を防止するため、登山者が、自ら知識を向上

させて登山することができるよう、公開講座の開催や冊子の配布等を通じて安全

な登山のための情報を広く提供する。 

・一般登山者向け公開講座の開催 年間４，０００人以上を対象 

・一般登山者向け冊子の配布   年間２００，０００部以上を配布 

③ 救助活動従事者の養成等 

救助活動に従事する者が、より安全・確実に救助作業に従事するために必要な

技術・知識の向上を図る研修会を行い、その研修会を通じ、消防や警察等の職域

間の連携が十分に図れるよう支援する。 

・救助活動従事者養成研修会の開催 年間４０人以上を養成 

 

（３）事業の成果を活かしたスポーツに関する情報提供 

① 施設維持管理情報等の提供 
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スポーツの普及・振興に資するため、スポーツターフの維持管理方法等、これ

までの施設管理運営から得た維持管理方法に関する情報提供を行い、地域のスポ

ーツ施設等の環境整備を支援するとともに、関係団体と連携して講習会等を開催

し、指導者養成や生涯スポーツの振興を図る。 

講習会等の開催 年４回程度 

② 研究・支援活動の成果の還元 

国際競技力の向上に係るスポーツ医・科学の研究・支援活動の成果をスポーツ

事故・外傷・障害等の防止等に活用するため、ホームページ等を通じて情報提供

することにより、人々の日常のスポーツ活動に広く還元する。 

 

（４）学校安全支援業務 

「学校安全の推進に関する計画」（平成２４年４月２７日閣議決定）及び「スポー

ツ基本計画」（平成２４年３月３０日文部科学大臣決定）に基づき、災害共済給付事

業から得られる災害事例等を、学校における事故防止対策に活用できるよう整理・

分析し、学校関係者等に分かりやすく提供する。 

実施に当たっては、学校関係者等のニーズを的確に把握するとともに、国、関係

団体、研究機関及び専門家等との連携・協力並びにセンター内のスポーツ医・科学

分野の資源の活用を図る。 

① 災害事例等の整理・分析 

災害共済給付事業から得られる災害事例及び実地調査等により収集した情報を

整理・分析し、「災害統計調査」及び「死亡・障害事例集」を毎年度作成する。 

② 調査・研究の推進 

学校災害防止のための調査・研究については、体育活動中の事故及び通学中の

事故などその時々の課題並びに学校関係者のニーズ等を踏まえ、研究課題を設定

する。 

実施に当たっては、医学・歯学、教育、学校安全等の外部有識者を含めた「学

校災害防止調査研究委員会」の体制充実、関係機関との連携強化及び内部体制の

充実を図る。 

③ 学校関係者等への情報提供 

学校災害防止のための有用な情報及び調査・研究成果等について、ホームペー

ジ、広報誌等を活用することにより、学校関係者等に分かりやすく提供する。ま

た、学校関係者等が自らのニーズに応じて収集・分析できる災害共済給付システ

ムの利用及び統計情報の活用方法について広報に努め、オンライン機能を活用し

た統計情報の利用拡大を図る。 

・学校関係者等に対して、情報提供に関するアンケート調査を行い、８０％以

上から「有意義であった」などプラスの評価を得る。 
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・ホームページに掲載する学校災害防止のための有用な情報等の新規又は更新

件数 年７０件程度 

 

（５）広報の充実 

国民の理解促進及び業務の透明性の確保の観点から、ホームページ等における情

報発信を行うとともに、マスメディアやソーシャルメディア等の多様な媒体やイベ

ント等を通じた広報活動を実施し、センター及び事業の認知・理解を促進する。 

 

（６）関係団体等との連携 

スポーツ及び児童生徒の健康の保持増進を図る中核的専門機関として、公益財団

法人日本体育協会、ＪＯＣ、公益財団法人日本障害者スポーツ協会、公益財団法人

日本アンチ・ドーピング機構等のスポーツ関係団体及び地方公共団体、大学等の関

係機関との連携・協働及び関係機関相互の連携・協働を推進する枠組みの構築を図

る。 

 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

センターの業務運営に際しては、既存事業の徹底した見直し、効率化を進めることと

し、次の措置を講ずること等により、効率化を図る。 

１ 経費の抑制 

法人の行う業務について、次の具体的な措置を講ずることにより経費の抑制を図る。 

（１）経費の削減 

運営費交付金を充当して行う業務については、業務の質の確保に留意しつつ、一

般管理費及び事業費（スポーツ振興基金業務並びに新規に追加される業務、拡充業

務及び廃止される業務分等に係る経費を除く。）の合計について、中期目標期間を通

じて効率化を進めることとし、中期目標期間の最後の事業年度において平成２４年

度比６％以上の削減を図ることを目標とする。 

また、総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをするものとす

る。 

なお、給与水準については、国家公務員の水準を十分考慮し、当該給与水準につ

いて検証を行い、適正化に取り組むとともに、その検証結果や取り組み状況につい

ては公表する。 

 

（２）業務運営の効率化 

経費の抑制、業務の効率化及び国民へのサービス提供の維持向上の観点から業務

内容を随時検討し、低コストかつ高品質のサービスの提供が可能な業務については、

外部委託を推進する。  



10 

 

また、調達に当たっては、原則として一般競争入札等によることとし、競争性を

確保することにより、コストの削減や透明性の確保を図る。 

入札及び契約の適正な実施については、監事による監査を受けるとともに、適正

化の取組状況をホームページにより公表する。 

特に施設管理業務及びスポーツ振興投票業務については、業務効率化ＷＧ報告書

に基づき、次をはじめとした効率化策を着実に実施する。 

① 随意契約により調達している業務のうちＪＩＳＳの栄養指導食堂の運用業務、

ＮＴＣの物品管理システムの保守業務、スポーツ振興投票の事務処理支援業務

について、一般競争入札に移行する。 

② 性質が類似する業務（ＪＩＳＳの基幹ネットワーク機器等保守業務と基幹サ

ーバ機器等保守業務等）について、包括して調達する。 

③ スポーツ振興投票業務について、広告宣伝業務の効果の検証を第三者による

ものを含めて適確に行い、その効率性・有効性を高める。 

④ いずれの業務についても、単年度契約とするか、複数年度契約とするか契約

期間を検討する。 

 

２ 組織及び定員配置の見直し 

社会的ニーズの変化に応じて、業務執行が効果的・効率的に行えるよう、業務量等

を随時検証し、組織体制及び定員配置を見直す。 

 

３ 内部統制の強化 

内部統制については、法令等を遵守しつつ業務を行い、法人の目的を有効かつ効率

的に果たす観点から、次の取組等により充実、強化を図る。 

①役員会、理事長によるヒアリング等において、業務運営に係る経営方針を明確化

する。 

②業務運営にあたり、危機管理体制、意志決定に関する体制、業務に関する情報を

タイムリーに共有する体制の整備を図る。 

③センター内部の評価委員会により、定期的に業務の進行管理を行い、毎年度、自

己評価を行う。 

また、業務運営全般について、法人の長によるヒアリング及び監事による監査

を実施し、その結果を反映させることにより、改善を促進する。 

なお、情報通信技術の活用に当たっては、セキュリティの確保を図るなど、適正な

運用を行う。 

 

Ⅲ 予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及び資金計画 

１ 自己収入の確保 
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固定広告物及び命名権の導入を実施していない施設（フットサルコート等）につい

ては、平成２６年度中を目途に、それぞれの導入について検討する。また、業務効率

化ＷＧ報告書に基づく施設のさらなる効率的・効果的な活用を行う。さらに、競争的

資金及び寄附金の積極的な獲得等により、運営費交付金以外の自己収入の増加を図る。 

 

２ 予算の効率的な執行、資金の運用及び管理 

（１）予算の執行に当たっては、運営費交付金債務を含めた財務に係る情報を把握し、

予算配分等を行うことにより、効率的な執行を図る。 

 

（２）資金管理委員会等により、継続的に金利情報等の収集及び分析を行うとともに、

運用基準等に基づき、安全かつ安定的な運用を図る。 

 

３ 期間全体に係る予算（人件費の見積りを含む。） 

（１）総計       別表－１のとおり 

（２）投票勘定     別表－２のとおり 

（３）災害共済給付勘定 別表－３のとおり 

（４）免責特約勘定   別表－４のとおり 

（５）一般勘定     別表－５のとおり 

 

４ 期間全体に係る収支計画 

（１）総計       別表－６のとおり 

（２）投票勘定     別表－７のとおり 

（３）災害共済給付勘定 別表－８のとおり 

（４）免責特約勘定   別表－９のとおり 

（５）一般勘定     別表－１０のとおり 

 

５ 期間全体に係る資金計画 

（１）総計       別表－１１のとおり 

（２）投票勘定     別表－１２のとおり 

（３）災害共済給付勘定 別表－１３のとおり 

（４）免責特約勘定   別表－１４のとおり 

（５）一般勘定     別表－１５のとおり 

 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

業務運営上必要な短期借入金の限度額は、１０億円とする。 
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Ⅴ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画 

不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産はない。ただし、これらの財産が

生じた場合は、その処分等に関する計画を定めることとする。 

 

Ⅵ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

重要な財産等を譲渡し、又は担保に供する計画はない。 

 

Ⅶ 剰余金の使途 

決算において剰余金が生じたときは、次の事項に充てる。 

１ スポーツ施設の保守・改修 

２ スポーツ振興基金助成事業の充実 

３ 情報通信技術関連機器の整備 

４ 人材育成、能力開発 

５ 職場環境の改善 

６ 広報、成果の発表・展示 

７ 主催事業及び調査研究事業の充実 

 

Ⅷ その他文部科学省令で定める業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

別表－１６のとおり 

施設整備・管理の実施に当たっては、業務実施上の必要性及び施設の老朽化が進

行していることにかんがみ、長期的視野に立った整備計画を策定し、計画的に国立

霞ヶ丘競技場（陸上競技場）等の施設整備を推進する。 

 また、利用者本位の立場から施設整備を進めることとし、特に障がい者等の利便

性の向上を図るよう努める。 

さらに、施設の管理運営に当たっては、維持保全を確実に実施することにより、

利用者の安全の確保に万全を期する。 

国立霞ヶ丘競技場（陸上競技場）の改築については、２０１９年ラグビーワール

ドカップ日本開催及び２０２０年オリンピック・パラリンピック東京招致、デザイ

ン案についてのコスト縮減等の精査の結果、多様な財源の確保のあり方及び資金負

担についての国、東京都及び関係者間の合意並びに東京都の都市計画の規制緩和措

置等を踏まえ、そのための基本設計費を執行するものとする。 

 

２ 人事に関する計画 

（１）職員の採用 

総人件費の抑制に留意しつつ、質の高い業務運営を推進するため、研究・支援や



13 

 

施設運営等の多様な業務に必要な優れた人材の確保を図る。 

 

（参考） 

中期目標期間中の人件費総額見込み １３，６８６百万円 

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当及

び休職者給与に相当する範囲の費用である。 

 

（２）人材の育成等 

① 人材育成 

職員の能力向上に重点をおいた研修の内容や体系の充実等により、職員の能力

開発及び高度な専門知識や技術を持った人材の育成を図る。 

② 職場環境の充実 

ハラスメントの防止、メンタルヘルスについての管理体制の充実及び男女共同

参画の推進のための措置等により、職場環境の充実を図る。 

このうち、男女共同参画の推進については、中期目標期間における職員の採用

（出向者を除く。）に占める女性の割合を３０％以上とすることを目標とする。 

 

３ 積立金の使途 

前中期目標期間の最終年度における積立金残高のうち、文部科学大臣の承認を受け

た金額については、独立行政法人日本スポーツ振興センター法に定める業務の財源に

充てる。 
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【別表－１】 
期間全体に係る予算(総計) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
[収 入] 
運営費交付金 
施設整備費補助金 
災害共済給付補助金 
基金運用収入 
国立競技場運営収入 
国立ｽﾎﾟｰﾂ科学ｾﾝﾀｰ運営収入 
ﾅｼｮﾅﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ運営収入 
国立登山研修所運営収入 
ｽﾎﾟｰﾂ及び健康教育普及事業収入 
ｽﾎﾟｰﾂ振興投票事業収入 
共済掛金収入 
ｽﾎﾟｰﾂ振興投票事業準備金戻入 
受託事業収入 
寄附金収入 
営業外収入 
利息収入 
その他収入 
前中期目標期間繰越積立金取崩額 
積立金取崩額 

計 

 
 

26,331 
3,519 
12,677 
3,031 
9,053 
1,689 
2,594 

7 
230 

403,043 
83,620 
78,881 
5,444 
158 
29 
464 
9 
47 
466 

631,293 
 
[支 出] 
業務経費 
うち、人件費 
   国立競技場改築事業費（仮称） 

国立競技場運営費 
国立ｽﾎﾟｰﾂ科学ｾﾝﾀｰ運営費 
ﾅｼｮﾅﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ運営費 
国立登山研修所運営費 
ｽﾎﾟｰﾂ振興基金事業費 
ｽﾎﾟｰﾂ及び健康教育普及事業費 
ｽﾎﾟｰﾂ振興投票業務運営費 
ｽﾎﾟｰﾂ振興投票助成事業費 

給付金 
受託事業費 
一般管理費 
うち、人件費 

物件費 
政府等出資金施設費（仮称） 
施設整備費 
払戻返還金 
国庫納付金 
ｽﾎﾟｰﾂ振興投票事業準備金繰入 

計 

 
 

206,402 
14,594 
2,142 
3,142 
8,308 
4,644 
272 

5,642 
3,229 
85,549 
78,881 
93,061 
5,444 
4,913 
3,062 
1,851 
5,000 
3,519 

200,000 
38,170 
76,340 
632,849 

［人件費の見積り］期間中総額１３，６８６百万円を支出する。 
［運営費交付金算定ルール］ ： 別紙 
［注記］ 

１ 退職手当については、独立行政法人日本スポーツ振興センター役員退職手当規則及び同職員退職給
与規則に基づいて支給することとし、そのうち、次に掲げる自己収入で手当する分を除く額について、
運営費交付金を財源とするものと想定している。 
投票勘定 スポーツ振興投票事業収入で手当する４８人分 

２ 勘定間の繰入額は、損益計算書科目の費用と収益が両建てされている場合には相殺している。 
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【別表－２】 
期間全体に係る予算(投票勘定) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
[収 入] 
ｽﾎﾟｰﾂ振興投票事業収入 
ｽﾎﾟｰﾂ振興投票事業準備金戻入 
利息収入 
積立金取崩額 

計 

 
 

403,043 
78,881 

415 
466 

482,804 
 
[支 出] 
業務経費 
うち、人件費 

ｽﾎﾟｰﾂ振興投票業務運営費 
ｽﾎﾟｰﾂ振興投票助成事業費 

一般管理費 
払戻返還金 
国庫納付金 
ｽﾎﾟｰﾂ振興投票事業準備金繰入 

計 

 
 

166,610 
2,181 
85,549 
78,881 

237 
200,000 
38,170 
76,340 
481,357 

［人件費の見積り］ 
期間中総額１，８６７百万円を支出する。 
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【別表－３】 
期間全体に係る予算(災害共済給付勘定) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
[収 入] 
災害共済給付補助金 
共済掛金収入 
免責特約勘定より受入 
利息収入 

計 

 
 

12,677 
81,520 
1,408 

18 
95,623 

 
[支 出] 
給付金 
一般勘定繰入金 

計 

 
 

93,061 
1,163 
94,224 

［注記］ 
平成２５年度以降は、児童生徒数の減少率、給付金の発生率等を勘案して積算している。 
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【別表－４】 
期間全体に係る予算(免責特約勘定) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
[収 入] 
共済掛金収入 
利息収入 

計 

 
 

2,100 
28 

2,128 
 
[支 出] 
災害共済給付勘定へ繰入 
一般勘定繰入金 

計 

 
 

1,408 
123 

1,530 

［注記］ 
平成２５年度以降は、児童生徒数の減少率、給付金の発生率等を勘案して積算している。 
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【別表－５】 
期間全体に係る予算(一般勘定) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
[収 入] 
運営費交付金 
施設整備費補助金 
基金運用収入 
国立競技場運営収入 
国立ｽﾎﾟｰﾂ科学ｾﾝﾀｰ運営収入 
ﾅｼｮﾅﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ運営収入 
国立登山研修所運営収入 
ｽﾎﾟｰﾂ及び健康教育普及事業収入 
受託事業収入 
寄附金収入 
営業外収入 
災害共済給付勘定受入金 
免責特約勘定受入金 
利息収入 
その他収入 
前中期目標期間繰越積立金取崩額 

計 

 
 

26,331 
3,519 
3,031 
9,053 
1,689 
2,594 

7 
230 

5,444 
158 
29 

1,163 
123 
3 
9 
47 

53,431 
 
[支 出] 
業務経費 
うち、人件費（事業系） 
   国立競技場改築事業費（仮称） 

国立競技場運営費 
国立ｽﾎﾟｰﾂ科学ｾﾝﾀｰ運営費 
ﾅｼｮﾅﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ運営費 
国立登山研修所運営費 
ｽﾎﾟｰﾂ振興基金事業費 
ｽﾎﾟｰﾂ及び健康教育普及事業費 

受託事業費 
一般管理費 
うち、人件費（管理系） 

物件費 
政府等出資金施設費（仮称） 
施設整備費 

計 

 
 

39,792 
12,413 
2,142 
3,142 
8,308 
4,644 
272 

5,642 
3,229 
5,444 
4,676 
3,062 
1,614 
5,000 
3,519 
58,431 

［人件費の見積り］ 
期間中総額１１，８１９百万円を支出する。 

［運営費交付金算定ルール］ ： 別紙 
［注記］ 

施設整備費補助金の金額は、改修（更新）等について施設整備５ヵ年計画３，５１９百万円を含んだも
のとして試算している。 
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【別表－６】 
期間全体に係る収支計画(総計) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
費用の部 
経常費用 
業務経費 
給付金 
払戻返還金 
受託事業費 
国庫納付金 
一般管理費 
財務費用 

臨時損失 
 
収益の部 
経常収益 
運営費交付金収益 
災害共済給付補助金収益 
国立競技場運営収入 
国立ｽﾎﾟｰﾂ科学ｾﾝﾀｰ運営収入 
ﾅｼｮﾅﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ運営収入 
国立登山研修所運営収入 
ｽﾎﾟｰﾂ及び健康教育普及事業収入 
ｽﾎﾟｰﾂ振興投票事業収入 
共済掛金収入 
利息及び配当金収入 
受託事業収入 
寄附金収益 
資産見返運営費交付金戻入 
資産見返競技力向上支援事業費補助金戻入 
資産見返寄附金戻入 
財務収益 
雑益 

臨時利益 
 
純利益 
 
前中期目標期間繰越積立金取崩額 
 
積立金取崩額 
総利益 

 
629,972 
553,632 
212,315 
93,061 
200,000 
5,444 
38,170 
4,329 
314 

76,340 
 

629,599 
550,719 
24,747 
12,677 
9,053 
1,689 
2,594 

7 
230 

403,043 
83,620 
3,082 
5,444 
158 

3,576 
259 
37 
464 
38 

78,881 
 

△373 
 

47 
 

466 
140 

［注記］ 
勘定間の繰入額は、損益計算書科目の費用と収益が両建てされている場合には相殺している。 
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【別表－７】 
期間全体に係る収支計画(投票勘定) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
費用の部 
経常費用 
業務経費 
払戻返還金 
国庫納付金 
一般管理費 
財務費用 

臨時損失 
 
収益の部 
経常収益 
スポーツ振興投票事業収入 
財務収益 

臨時利益 
 
純利益 
 
積立金取崩額 
 
総利益 

 
484,681 
408,341 
169,616 
200,000 
38,170 

241 
314 

76,340 
 

482,338 
403,458 
403,043 

415 
 78,881 

 
△2,343 

 
466 

 
△1,877 
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【別表－８】 
期間全体に係る収支計画(災害共済給付勘定) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
費用の部 

経常費用 
給付金 
一般勘定繰入金 

 
収益の部 
経常収益 
災害共済給付補助金収益 
共済掛金収入 
免責特約勘定より受入 
財務収益 

 
純利益 
 
総利益 

 
94,224 
94,224 
93,061 
1,163 

 
95,623 
95,623 
12,677 
81,520 
1,408 

18 
 

1,399 
 

1,399 
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【別表－９】 
期間全体に係る収支計画(免責特約勘定) 

(単位:百万円) 

区分 金額 

 
費用の部 
経常費用 
災害共済給付勘定へ繰入 
一般勘定繰入金 

 
収益の部 
経常収益 
共済掛金収入 
財務収益 

 
純利益 
 
総利益 

 
1,530 
1,530 
1,408 
123 

 
2,128 
2,128 
2,100 

28 
 

597 
 

597 
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【別表－１０】 
期間全体に係る収支計画(一般勘定) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
費用の部 
経常費用 
業務経費 
受託事業費 
一般管理費 
財務費用 

 
収益の部 
経常収益 
運営費交付金収益 
国立競技場運営収入 
国立ｽﾎﾟｰﾂ科学ｾﾝﾀｰ運営収入 
ﾅｼｮﾅﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ運営収入 
国立登山研修所運営収入 
ｽﾎﾟｰﾂ及び健康教育普及事業収入 
利息及び配当金収入 
受託事業収入 
災害共済給付勘定受入金収益 
免責特約勘定受入金収益 
寄附金収益 
資産見返運営費交付金戻入 
資産見返競技力向上支援事業費補助金戻入 
資産見返寄附金戻入 
財務収益 
雑益 

 
純利益 
 
前中期目標期間繰越積立金取崩額 
 
総利益 

 
52,231 
52,231 
42,699 
5,444 
4,088 

0 
 

52,205 
52,205 
24,747 
9,053 
1,689 
2,594 

7 
230 

3,082 
5,444 
1,163 
123 
158 

3,576 
259 
37 
3 
38 
 

△ 26 
 

47 
 

21 
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【別表－１１】 
期間全体に係る資金計画(総計) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
資金支出 
業務活動による支出 
投資活動による支出 
財務活動による支出 
次期中期目標期間への繰越金 

 
資金収入 
業務活動による収入 
運営費交付金収入 
ｽﾎﾟｰﾂ振興投票事業収入 
共済掛金収入 
受託事業収入 
国立競技場の運営による収入 
国立ｽﾎﾟｰﾂ科学ｾﾝﾀｰの運営による収入 
ﾅｼｮﾅﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの運営による収入 
国立登山研修所の運営による収入 
ｽﾎﾟｰﾂ及び健康教育普及事業による収入 
基金業務における利息及び配当金収入 
基金業務における有価証券の償還による収入 

補助金等収入 
寄附金収入 
その他の収入 
利息及び配当金の受取額 

投資活動による収入 
定期預金の払戻しによる収入 
有価証券の償還による収入 
施設費による収入 

財務活動による収入 
 民間出えん金の受入による収入 
前期中期目標期間よりの繰越金 

 
1,654,708 
550,777 

1,077,122 
3,100 
23,709 

 
1,652,014 
551,237 
26,331 
401,448 
83,620 
5,444 
9,053 
1,689 
2,594 

7 
230 

3,031 
4,452 
12,677 

158 
38 
464 

1,073,669 
889,150 
181,000 
3,519 

7 
7 

27,102 
[注記] 

勘定間の繰入及び受入額については、相殺している。 
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【別表－１２】 
期間全体に係る資金計画(投票勘定) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
資金支出 
業務活動による支出 
投資活動による支出 
財務活動による支出 
次期中期目標期間への繰越金 

 
資金収入 
業務活動による収入 
スポーツ振興投票事業収入 
利息及び配当金の受取額 

 投資活動による収入 
  定期預金の払戻しによる収入 
  有価証券の償還による収入 
前期中期目標期間よりの繰越金 

 
1,490,065 
401,837 

1,067,018 
3,049 
18,161 

 
1,490,065 
401,863 
401,448 

415 
1,070,150 
889,150 
181,000 
18,053 
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【別表－１３】 
期間全体に係る資金計画(災害共済給付勘定) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
資金支出 
業務活動による支出 
次期中期目標期間への繰越金 

 
資金収入 
業務活動による収入 
共済掛金収入 
免責特約勘定より受入による収入 
補助金等収入 
利息及び配当金の受取額 

前期中期目標期間よりの繰越金 

 
96,918 
94,224 
2,694 

 
96,918 
95,623 
81,520 
1,408 
12,677 

18 
1,295 
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【別表－１４】 
期間全体に係る資金計画(免責特約勘定) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
資金支出 
業務活動による支出 
次期中期目標期間への繰越金 

 
資金収入 
業務活動による収入 
共済掛金収入 
利息及び配当金の受取額 

前期中期目標期間よりの繰越金 

 
2,277 
1,530 
746 

 
2,277 
2,128 
2,100 

28 
149 
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【別表－１５】 
期間全体に係る資金計画(一般勘定) 

(単位:百万円) 
区分 金額 

 
資金支出 
業務活動による支出 
投資活動による支出 
財務活動による支出 
次期中期目標期間への繰越金 

 
資金収入 
業務活動による収入 

運営費交付金収入 
受託事業収入 
国立競技場の運営による収入 
国立ｽﾎﾟｰﾂ科学ｾﾝﾀｰの運営による収入 
ﾅｼｮﾅﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの運営による収入 
国立登山研修所の運営による収入 
ｽﾎﾟｰﾂ及び健康教育普及事業による収入 
基金業務における利息及び配当金収入 
基金業務における有価証券の償還による収入 
災害共済給付勘定受入金による収入 
免責特約勘定受入金による収入 
寄附金収入 
その他の収入 
利息及び配当金の受取額 

投資活動による収入 
施設費による収入 

財務活動による収入 
 民間出えん金の受入による収入 
前期中期目標期間よりの繰越金 

 
65,448 
53,186 
10,103 

51 
2,108 

 
65,448 
54,317 
26,331 
5,444 
9,053 
1,689 
2,594 

7 
230 

3,031 
4,452 
1,163 
123 
158 
38 
3 

3,519 
3,519 

7 
7 

7,604 
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【別表－１６】 
長期的視野に立った施設整備・管理の実施 

施設整備の内容 
予定額 
(百万円) 財 源 

国立競技場、国立スポーツ科学
センター等の改修及びナショ
ナルトレーニングセンター用
地購入費 

3,519 施設整備費補助金 

[注記] 
 金額は見込みである。 

なお、上記のほか、業務の実施状況、施設・設備の老朽化度合い等を勘案した改修（更新）等が追加さ
れることがあり得る。 
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【別紙】 
運営費交付金算定ルール 
○毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の数式により決定する。 
A（ｙ）＝｛C（ｙ）＋Pc（ｙ）｝×α（係数）＋｛Pr（ｙ）＋R（ｙ）｝×γ（係数）－B（ｙ）＋ε（ｙ） 

 
A（ｙ）：当該事業年度における運営費交付金。 
α：一般管理費・管理部門の人件費に係る効率化係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業

年度における具体的な数値を決定。 
γ：事業経費・事業部門の人件費に係る効率化係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年

度における具体的な数値を決定。 
ε（ｙ）：当該事業年度における特殊経費。退職者の人数の増減等の事由により当該年度に限り時限的に

発生する経費であって、運営費交付金算定ルールに影響を与えうる規模の経費。これらにつ
いては、各事業年度の予算編成過程において、人件費の効率化等の一般管理費の削減方策も
反映し具体的に決定。 

 
○一般管理費 
C（ｙ）＝C（ｙ－１） 
C（ｙ）：当該事業年度におけるｽﾎﾟｰﾂ振興基金運用収入及び災害共済給付勘定受入金を財源とする一般管

理費を除いた一般管理費。 
C（ｙ－１）：直前の事業年度における C（ｙ）。 

 
○管理部門の人件費 
Pc（ｙ）＝Pc（ｙ－１）×σ 
Pc（ｙ）：当該事業年度における管理部門の人件費（退職手当を含む）。 
Pc（ｙ－１）：直前の事業年度における Pc（ｙ）。 
σ：人件費調整係数。各事業年度予算編成過程において、給与昇給率等を勘案し、当該事業年度におけ

る具体的な数値を決定。 
 
○事業部門の人件費 
Pr（ｙ）＝Pr（ｙ－１）×σ 
Pr（ｙ）：当該事業年度における事業部門の人件費（退職手当を含む）。 
Pr（ｙ－１）：直前の事業年度における Pr（ｙ）。 

 
○事業経費 
R（ｙ）＝R（ｙ－１）×β×δ 
R（ｙ）：当該事業年度におけるｽﾎﾟｰﾂ振興基金運用収入、寄附金収入、研究補助金等収入、受託事業収入、

災害共済給付勘定受入金及び前中期目標期間繰越積立金取崩額を財源とする事業経費を除い
た事業経費。 

R（ｙ－１）：直前の事業年度における R（ｙ）。 
β：物価調整係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な数値を決定。 
δ：業務政策係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な数値を決定。 

 
○自己収入 
B（ｙ）＝B（ｙ－１）×λ 
B（ｙ）：当該事業年度におけるｽﾎﾟｰﾂ振興基金運用収入、寄附金収入、研究補助金等収入、受託事業収入、

災害共済給付勘定受入金及び前中期目標期間繰越積立金取崩額を除いた自己収入の見積り。 
B（ｙ－１）：直前の事業年度における B（ｙ）。 
λ：改善努力係数。実績及び実績見込等を勘案し、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度に

おける具体的な数値を決定。 
 
○前提条件：運営費交付金の算定ルールに基づき、一定の仮定の下に中期目標期間中の予算を試算。 
一般管理費・管理部門の人件費に係る効率化係数  α  0.990 
事業経費・事業部門の人件費に係る効率化係数   γ  0.990 
業務政策係数   δ  1.000 
改善努力係数   λ  1.005 
人件費調整係数  σ  1.000 
物価調整係数   β  1.000 


